
１　事業実施者等に関する事項
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※以下のいずれかに該当する場合、「みなし大企業」とします。
 ①発行済み株式の総数又は出資価格の総額の2分の1以上を同一の大企業が所有している。
 ②発行済み株式の総数又は出資価格の総額の3分の2以上を大企業が所有している。
 ③大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の2分の1以上を占めている。
 ④発行済み株式の総数又は出資価格の総額を上記①～③に該当する中小企業者が所有している。
 ⑤上記①から③に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数のすべてを占めている。
 ⑥申請時において確定している直近過去3年分の各年又は各事業年度の課税所得の年平均額が15億円を超える。
※補助対象事業所が3件を超える場合は、本シートをコピーして必要事項を入力してください。
※「国補助金等への申請の有無」について、本補助金申請と同一の設備等について国等へ申請している場合に記入し
てください。なお、本補助金は国補助金との併用はできませんのでご注意ください。
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